
































































































市町村 当事者代表 活動発起年 現在の活動母体
① 白老町 中谷通恵 1990年 NPO法人お助けネット








































































































































































































































































日人々の に 実体て最も重要な々の 物とおい は、すなわち活 善生 、意
、 的、共感 て社会 単そし を構成 間間、家族間 交流位 社会的人する の友情
あるでもったい のと 個 とり取り残ひ人が
れていれ 的には弱くさ 社 頼りなば、 の会 ある。も でい か 彼が…… し 近し
と よりに他の近隣と交 こ隣との交流を行ない、そしてその近隣が 流する
は社会そこに 資本の蓄積が生まれ、それ係関
生 条件活社会的必要 をのし、またコミュニティ全体は直ちに彼の 満たを
るたす改善 に充分な社会的力を有するものになるだろう。コミュめ ニ
として、その部分全ての体 力によって恩恵を受け、協ティは全 時た同ま
、そその属 して友感の中に、隣人たちする組織に個々人も、 や共助の援
い情と 出すこととなるう利益を見
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働する人々とのあいだに共通する問題意識を持ち、連帯することが可能
になった。
具体的には定期的なミニコミ誌や情報誌の発行が、丹念なニーズの掘
り起こしや問題意識の共有などに大いに寄与した。社会関係資本となる
信頼の人間関係は、このような長い意識の交流から醸成されたものだと
考えられる。ここ十数年の情報機器の発達・普及もこのような市民同士
の情報共有の場を広げることにチカラを貸すことになった。
白老町の中谷の活動は、先にも述べたとおり血縁（親族）も地縁（近
隣の知り合い）もない地域で始められた。むしろ血縁・地縁がなかった
ことが、活動の「必要原理」として働いていた。手作りのミニコミ誌を
1993年に発行。「私の活動の原点」だと振り返る。「子育て」という共通
の生活経験を基盤として、連帯意識が醸成されていくことで「人間関係
資本」が蓄積されていく。パーソナルなものとして親密圏のなかに閉じ
込められていた「子育て」という営みを、情報共有の場を通して社会的
なものへと拓いていく試みがそこにはあった。
93年に始めたミニコミ誌『子育て通信―心の基地になりたくて』は、
やがて父親を巻き込むまでの広がりをみせ、父親向けの子育て応援ブッ
クを別に発行するようなことにもつながった。10年間以上続いたが、現
在はホームページと事業部が発行する情報誌にその役割を譲っている。
松実は情報誌『ママのポケット』を活動当初の2001年に創刊した。若
い母親たちにとって必要な情報を網羅し、疑問に答えたり、アンケート
結果を掲載し考える場を提供したりという役割を担い続けている。さら
に松実たちの活動の大きな基盤となった資源は、はやい時期から自前の
活動拠点となる場所を確保していたことである。松実の自宅敷地内の
使っていない建物が無償で提供された。建物の改装は、それまで関わっ
てきた子育て中の父親たちのボランティアで行なわれた。子どもたちが
安全に楽しく遊べるスペースと大人たちがゆったりと集えるスペース、
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トイレ、調理場も備えた。物理的な空間を確保したことによって、社会
関係資本の形成はより効果的に進んだ。
日置は自身が編集長として、釧路圏療育・育児ガイドブック『みんな
のゴキゲン子育て』を発行し5000部以上の売り上げを果たしたという実
績を持つ。その後も、ネットを通して情報発信・活動報告は緻密に行な
われている。
?互酬性はどのように継承されるのか>
ここまで、社会関係資本の形成過程に「丹念なニーズの掘り起こし」
という段階が共通に実践されていたこと、そのための方法として情報発
信・共有の場が長期間にわたって維持されていることを確認した。
さらに非営利的な市民活動においては、社会関係資本を含めた資源の
配分が、互酬的に行なわれることに大きな特徴が認められる。それは政
府や営利企業とその性格を大きく画する部分でもある。
ところで、資源の互酬性とは具体的にどのように理解されるべきなの
だろうか。例えば、政府を担い手とする資源配分のパターンは、「再分配
（redistribution）」として説明される。主に税として徴収された資源は、
いったん政府に集められ、その後決められた制度に則って再分配される
のである。主に企業などを担い手とする市場での資源配分は、「市場交換
（market exchange）」と呼ばれ、即時的に貨幣を媒介にして実行される
ことが多い。
非営利的な市民活動では、その資源は互酬（reciprocity）的に配分さ
れる。それは市場交換のような等価性を保障しないし、資源の受け渡し
は長期的に行なわれるとも考えられる。受け取った資源を移転する相手
は、与えてくれた相手とは異なる他者であったりするだろう。具体的に
は、例えば子育て支援の活動の場であるなら、支援する側とされる側で
等価的な資源の受け渡しがあるわけではない。支援する側は、「子どもた
113
地域における公共性の再構築
ちが元気に育てば、やがてこのマチを支えてくれるだろう」という長期
的な視野で、人的資源やサービスを提供し、それが互酬につながる。現
在支援を受けている側は、「やがて子どもの手が離れたら、私も子育て支
援をする側になるつもり」という意識を持つことで、互酬的につながる。
本稿が対象としているような市民活動の場における資源配分のパターン
は、そのようなかたちの互酬性（reciprocity）で実現されるのである。
互酬とは、功利的な自己中心主義と対極をなす概念であろう。かつて
は、親族や地域の共同体が相互扶助的な資源の受け渡しを実践してきた
が、都市化の進展によって地域のコミュニティ機能が低下することで、
それに代わる連帯的な人間関係として非営利的な市民活動による互酬的
な資源供給が必要とされ始めているのかもしれない。
イリイチは、「市場経済―交換」、「公共経済―贈与」、「社会経済―互酬
性」という三つの経済の型を示し、現代産業社会に対抗するものとして
早い段階から「社会経済―互酬性」の必要性を主張していた。彼独自の
言葉として知られる「ヴァナキュラー」とは、互酬関係を通して市民が
自律的協働をしていくことを意味している。この互酬性が意識されなけ
れば、市民活動は成立しないだろう。
この規範的な互酬性が継承されていくことが、市民活動の継続にとっ
て重要な鍵であると考えられる。互酬性には、道徳的な意識、あるいは
公共性という意識がなければならない。よく言われることであるが、日
本の場合はキリスト教を土壌とするような慈善の精神は薄い。「情けは人
の為ならず」とは言うが、やはり欧米のキリスト教を基盤とする国々と
較べると、互酬性のような規範意識、道徳意識あるいは公共性という価
値意識を形成し維持していくのは難しいようにも思える。
筆者は、市民活動を支える互酬意識・公共的意識を形成・維持してい
くためには、さらなる仕掛けが必要だと考えている。それは人々に対し
て常に参画を要請していくような「共鳴装置」の存在である。本調査の
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事例において、互酬性の意識を定着するための仕掛けとして働いた「共
鳴装置」は何であったのか。それは、絶え間なく供給され続けてきた「自
律的な学習機会」のなかにあったと思われる。
白老町の中谷は、子育てに関わる学習会を次々と企画し実行していく。
やがて、その学習の場には、町役場の職員も学習者の一員として加わる
ようになっていった。
中標津町の松実たちも同様に、自分たちが自律的に主催する学習の場
を大切にしてきた。テーマは、育児に関することや健康増進、環境、生
活支援など多岐にわたる。共有する問題意識について、自ら企画し、自
ら学ぶという経験が蓄積されていった。
1990年に「生涯学習の振興のための施策の推進態勢等の整備に関する
法律（＝略して生涯学習振興整備法）」が制定された。生涯学習の推進は、
市民活動がエンパワーメントされることに一役買っている。何よりも、
問題解決に参画する民主的な市民であるためには、自分たちの生活世界
に張りめぐらされている「相互依存性」を知的に理解することが必要で
ある。この「相互依存性」の知的な理解こそが、互酬性の形成維持につ
ながる。そのためには、絶え間ない学習機会の提供が重要な仕掛けとし
て、その機能を果たすことになる。
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釧路市の日置は、多くの学習事業に加えて全国組織の大会や病気を持
つ子どもたちのキャンプ合宿なども主催し、自らも講演に走り回ってい
る。そのことで、結果的には多くの社会関係資本を蓄積することになっ
た。
非営利的な市民活動の場においては精神的価値が重要である。連帯感、
仲間意識、達成感、充実感、やりがい、自己実現感が活動する人々の価
値目的となる。自律的な学習の場の共有は、そのような「価値」を意味
づける役割も果たす。
Ⅲ．官・民のパートナーシップと「まちづくり」への発展
2003年６月に地方自治法が改正され、公的施設の管理を地方自治体が
直接行なわない場合は、「指定管理者制度」によって私企業やNPOなど
の市民団体にその運営管理が任されるという方式が拓かれた。これに
よって市民が地域の施設の管理運営に主体的に参画することが可能と
なったわけであるが、もちろん行政側にとっては当該施設の管理コスト
の削減というメリットが大きい。NPO法の施行とともに、このような制
度改革は、官民連携による新たな社会的サービスの創出を期待させるも
のでもある。
本節では、調査事例となった市民組織がどのように官民協働の経験を
積み上げてきたのかを検証してみたい。
NPO法人化に慎重な態度を示しているのは中標津町の松実らのグ
ループである。単独の事業においては自治体と連携することに躊躇はな
く、実際に協働して様々な事業を共催してもいるのだが、活動の核とな
る「コミュニケーションスペースる・る・る」や「子育てボランティア・
ホットハンド」はNPO法人化していない。「今のところは全くのボラン
ティアであることにこだわりたい」と言う。自治体側からは「（NPO）法
人格取得のための申請をしないか」という誘いを再三受けている。松実
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たちの活動を拠点に枝分かれしていったネットワークグループに対して
は、必要に応じてNPOの申請を勧め協力もしている。しかし、自治体が
負うべき仕事の代理負担はしたくない。「自治体は、私たちが出来ないこ
とをやってほしいと思う。私たちだけで出来ることは、自分たちでやっ
ていく。NPO法人になると、次は指定管理者に、という話になる。他の
地域の活動で、官民協働という掛け声のなかで自律的な活動が出来なく
なったという例を、いくつも見てきた。自分たちは、そうなりたくない
から慎重にならざるを得ない。」松実のこの言葉は示唆深い。
べラーは、行政と市民自治との関係を説明するなかで、「サブシディア
リティー（subsidiarity）の原則」を提示している。それは、「（自治体の
ような）上位の組織は、下位の組織が効率的に行なえる仕事を取り上げ
ることはしないが、下位の組織に財源がなくて、単独ではその任を果た
せないような場合には、それを援助する責務を負うという方式のこと（R.
N.ベラー、2000）」である。「サブシディアリティ （ーsubsidiarity）の原
則」は、市民活動を概念化しようとするとき、官と民の関係性を示唆す
るための用語として重要だと思われる。当事者である松実の言葉が指し
示していることも、実はこのサブシディアリティーに関わっているので
はないか。中標津町では、松実たちの子育て支援活動が軌道に乗ったあ
とに、自治体も同様の活動を始めている。「自分たちにはできない、病児
保育や休日保育、母子家庭支援といったことこそ行政に期待したいのだ
が、今のところ同じことを並行してやっている状態」だという。
L.M.サラモンは、市民のボランタリーな活動と政府とのパートナー
シップについての議論する場合に、政府と非営利セクターとの相互作用
に関する新たなパラダイム（理論的枠組み）の構築が必要だと指摘する。
ひとつの発想の転換として、これまでは「政府や自治体の担ってきた機
能を市民セクターに委ねる」という方向性が主流であったが、逆に「市
民が出来ない部分を、公的セクターが積極的に引き受ける」という方向
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性への議論ができないか。ともすれば、財政や予算の問題と絡んで、公
的セクターでやってきた社会保障的なサービスの代理負担を市民セク
ターで請け負うかたちになったり、あるいは、まさに公的なセーフティ
ネットの張り替えを自己責任として市民がやらざるを得ないという現状
がある。その見極めをしていかなければ、実は、官・民の民主的なパー
トナーシップを議論することはできないのである。
白老町の中谷の場合は、立ち上げ当初から公的機関に所属している保
健士との連携が確保されていた。さらに、ニーズの掘り起こしを受けて、
役所への陳情、話し合いも重ねている。NPO法人化することによって、
さらに活動の基盤を固めることができた。それまでは、子育て支援の託
児サービスをするにも貸室を転々と使用する状態であったし、事務的な
作業は中谷の自宅の居間を提供するしかなかった。2007年に指定管理者
として認定されると同時に、活動のためのハード＝場所を確保すること
ができた。「やっと落ち着きました。固定された活動の場所があるという
のは、本当に重要な要件です。」と中谷は喜ぶ。活動の広がりに弾みがつ
いた。「何よりも、町役場の担当者が私たちの声をよく聞いてくれたこと
が活動の維持・発展のために大きな効果があった。」行政主催の行事に中
谷の主催するボランティア組織が協力するなど、まさに官民協働の形を
いちはやく実践してきたという経緯もある。官民のパートナーシップが
実現している事例と言える。2005年に彼女の活動が「輝く北のチャレン
ジ賞」を受けた際の推薦文には、自治体の担当者が次のようなコメント
を記している。「行
・
政
・
任
・
せ
・
で
・
は
・
な
・
く
・
〝まず自分たちで"という熱意により
支えあいの輪が広がり……（中略）。行
・
政
・
に
・
依
・
存
・
す
・
る
・
こ
・
と
・
な
・
く
・
、地域の核
となって、（活動が）広い範囲に波及しています。」自律的な市民活動を、
側面からどのように支援し、市民をエンパワーメントしていくか、それ
が市民による公共性構築の時代に必要とされる行政の機能だろう。
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釧路市の日置の活動は、すでに圧倒的なスケールで、自治体の出来う
る社会保障サービスを凌駕してしまった。自分たちで安定した雇用も生
み出している。基幹産業である漁業不振で不況感の漂うなかにあって、
市民自らのチカラで福祉サービスを創出し続けるマチとして、道内外か
らの視察者が絶えない。「規模を大きくしようと意図したことは一度もな
いが、ひとつひとつのニーズに対応していくうちに、自然と事業規模が
拡大してしまった。」そこに自治体のパートナーシップはどう働いたの
か。今後、時間をかけてさらなる分析を加えたい。
Ⅳ．結び?市民力形成の結節点>
ここまで、道内３ヶ所の先駆的な市民活動の生成と発展を見てきた。
子育て支援のための活動が、当初の意図を超えるかたちで公共性の再
構築の基盤となっていくダイナミズムを捉えることが本稿の目的であっ
た。経験的事実を集めて、それを概念化していくことで、子育て支援活
動が市民力の結節点として果たしている意義も明らかにしたかった。当
然のことであるが、安心して安全に子
・
育
・
て
・
が
・
で
・
き
・
る
・
地
・
域
・
とは、誰にとっ
ても安心して安全に暮
・
ら
・
せ
・
る
・
場
・
所
・
なのである。子育て支援の市民活動は、
必然的にそのまま「安心・安全のまちづくり」に繫がる可能性が高い。
白老町の中谷は、まちづくりの担い手が欲しいのなら「子育てママを
狙え」と発言している。子育て中の若い母親は子育てには忙しいが、一
方で大人同士の交流や社会参加に一番飢えている。彼女らを市民活動に
引き込むことの将来性を、中谷は身をもって実証した。若い母親が自ら
活動し、自ら学び、公共性を備えていく。それは確実に次世代へ継承さ
れる。子育て支援は、相互信頼と市民的責任を結びつける結節点となる
のである。
新たな公共性を拓くであろうと期待される市民活動であるが、最後に
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今後懸念される課題に触れておきたい。
本稿で取りあげた３つの事例では、ネットワーキングという活動のあ
り方に共通点があった。ネットワーキングは、対等で自立的な個人やグ
ループがゆるやかな絆を保ちながら鎖状的に連携しながら繫がっていく
ことに特徴がある。自発的な参加の意思を基盤とするつながりは、まさ
に「弱い紐帯」であるが、それゆえの〝強み"と〝弱み"を合わせ持つ。
強みとは、固定的な組織とは違って、活動それ自体に柔軟性があり、ま
た人間関係も民主的で出入りの自由度が高く、それゆえに若い世代に
とっては参加しやすい組織形態であることなどであろう。では、弱みは
何か。それは組織の不安定性にある。特にそれは、後継者を決めなけれ
ばならない時に顕在化することが多い。これまで見てきたとおり、ひと
つの市民活動が始動するとき、そこにはキーパーソンと呼べる代表的当
事者が存在した。明確なニーズを意識したひとりの個人が、「当事者性」
を必要原理として活動を立ち上げてきた。新たな現実を構想し、着実に
社会関係資本も形成してきた。しかし、この過程のなかで、活動の契機
となった個人の力に負う部分は大きい。固い制度に守られた組織と違っ
て、立ち上げた代表者の去就が問題になったとき、活動組織の脆弱性が
露呈するのである。ある活動が消えても、また新たな活動が起きればい
い。市民活動は、そうやって新陳代謝を繰り返してもいいのではないか、
という意見もある。しかし、あえて「公共性の再構築」というなら、活
動の継承性は検討されるべき課題であるはずだ。
白老の中谷は、すでに自分自身は「子育て期間」を終えている。何度
か教職に復帰する機会があり、そのたびに迷ってきた。しかし、「まだ自
分が、この活動に必要とされていると感じた」ので、活動に残ることを
選んだ。中標津町の松実は、「私たちがいなくなって、この活動自体がな
くなったとしても、誰かが違うかたちで、また必要な活動を起こしてく
れたら、それでいいんです」と言う。おそらく、釧路市の日置の活動組
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織ほど大きくなれば、後継者問題は制度的に解決されるだろう。
さらに、NPOなどのボランタリーな活動組織が陥りがちな課題とし
て、長谷川は「必要な資源の全般的な不足、真に必要とされるところに
資源がいかないという資源の需給のギャップ、慈恵主義的なパターナリ
ズム（温情主義）、専門的なアドバイスが必要な場合にもアマチュアの見
解が優先されがちなアマチュア主義」を挙げている。必要な資源の不足、
あるいは資源の需給のギャップに関していえば、本調査事例では前述し
たような「丹念なニーズの掘り起こし」という過程を経ることで克服さ
れている。慈恵主義的なパターナリズムは、代表者から聞き取りをした
言葉のなかにも本事例ではまったく見られなかった。アマチュア主義は、
絶え間なく提供される自律的な学習によって、むしろプロフェッショナ
ルを生み出す土壌となっていた。
2007年９月23日釧路市において、財団法人こども未来財団主催、
NPO法人子育てひろば全国連絡協議会共催の「子育てひろば研修セミ
ナー」全国大会が開催された。厚生労働省少子化対策企画室室長の朝川
知昭氏は基調講演の冒頭で、「とにかく、場内の参加者の方々の熱気で圧
倒されております……」などと前置きをしたが、確かに子育て支援に関
わる当事者性の高い人々のパワーが漲っている大会であった。随所で活
動実践者である市民のリーダーシップが光り、行政側はむしろサポート
役に徹していた。大会実行委員会事務局代表として日置真世の名前があ
り、各分科会のシンポジストとして中谷通恵や松実とよ実が報告をして
いた。道内の子育て支援活動は先駆性が高く、全国レベルにおいてもモ
デルケースとして取り上げられる場合が多いことがわかる。その事実は、
北海道の地域を力づけるだろう。
人々が生活に関わる大事な事柄に積極的に注意を払うようになってき
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た。「子育て支援」に関わる当事者は、必然的に「育
・
成
・
の
・
パ
・
タ
・
ー
・
ン
・
」を内
包している。市民力形成の結節点として「子育て支援活動」の位置づけ
を考える意義がそこにある。
「社会の経済的・社会的発展は、基本的に、相互信頼と市民的責任とを
結びつける諸々の制度を維持する能力にかかっている。（べラー、2000）」
社会は人間の主体的な行動の結果として動いていくものであろう。自
ら必要原理を生み出し行動していく市民主体の子育て支援活動は、今そ
の広がりのなかで、新たな市民社会の規範を築きつつある。
注
1)ボランタリーな市民の活動：本稿では、このほかに「市民活動」という
言葉を使用しているが、「市民活動」の対象は広く厳密さに欠くことは否
めない。研究者によっては、「非営利活動」、「共的セクター」、「市民セク
ター」などが類似の意味で使われている。
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